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図-1 実験システム 

表-2 実験条件 

ケース 入力加速度（gal） 周波数（Hz）
1 250
2 350
3 450

18.8(実規模換算1.0Hz）
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図-2 ケーソンと地盤内の応答加速度 

表-1 焼却灰の物理特性 

密度 (g/㎤) 2.75
最大乾燥密度 (g/㎤) 1.16
最適含水比（％） 37.1
均等係数 327
曲率係数 11.6

細粒分含有率（％） 29.2

一般廃棄物焼却灰を海面埋立て処理した地盤の地震時安定性について 
 
                     九州工業大学工学部 学生会員 ○西本尚平 緒方亮輔 
                      九州工業大学工学部 正会員   廣岡明彦 永瀬英生 
                       福岡大学工学部   正会員   佐藤研一 
 
1.はじめに 
我が国では、年間 5204万トン（平成 18年度）もの一般廃棄物が発
生しており、このうち約 78％が直接焼却処分され、焼却処理されたご
みは山間や海面に埋立て処理される。加えて、我が国のごみ処理事業

経費は平成 18年度で年間 1兆 8627億円 1)かかっており、実際に処理

事業を実施している地方自治体の財政状況はどこも苦しく、埋立て地

の跡地利用は事業としての採算性を考えると必須であろう。 
埋立て地の跡地利用を考えていく上で地震時挙動および液状

化特性についての知見を得ることが必要になるので本研究では

入力加速度振幅を変化させて重力場小型模型振動実験を行った。 
2.実験概要 
2.1実験試料 
今回用いた試料はA市の焼却処理施設から採取してきた一般
廃棄物の焼却灰である。採取した焼却灰は燃え残った鉄くずな

どが混在していたが、模型の縮尺を考慮してふるい分けにより

焼却灰の最大粒径は 2mmとした。物理特性を表-1に示す。 
2.2実験システム 
 実験システムを図-1 に示す。模型の縮尺は 1/50 である。
ポテンショメーターでケーソンの水平変位を、レーザー変位

計でケーソンの鉛直変位を計測した。加速度計および間隙水

圧計は図-1に示す位置に設置し、ケーソン背面に設置した土
圧計で裏込め地盤の側方土圧の計測を試みた。 
2.3実験条件 
振動実験は波数 30波の正弦波を、周波数 18.8Hz、加振時

間 1.60 秒(実規模換算 1Hz、30 秒、井合の相似則 2)を適用)
で与えて実施した。本研究では、入力地震動の大きさが模型

地盤ならびにケーソンに与える影響を調べるため入力加速度

振幅を 250gal、350gal、450galと変化させた。表-2に各ケ
ースの実験条件の一覧を示す。 
3.実験結果および考察 
3.1加速度について 
図-2 に各ケースのケーソンとケーソンから焼却灰地盤の
層厚ほど離れた地盤表層付近の応答加速度（加速度計 3）の
時刻歴を示す。図-2より、ケース 2とケース 3に着目してみ
ると加振直後４波目で応答加速度振幅が急激に減衰している。
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図-3 間隙水圧比の時刻歴 

表-3 地盤内の応答加速度の最大値 

ケース1 ケース2 ケース3
ケーソン頂部 211 373 460

地盤内（ケーソン近傍） 115 176 338
地盤内(地盤中央部） 145 159 222

表-4 加振終了直後の間隙水圧比 
WP1 WP2 WP3

ケース1 0.21 0.08 0.39
ケース2 0.67 0.76 1.02
ケース3 0.34 0.74 0.98

WP6 WP5 WP4
ケース1 0.25 0.46 0.57
ケース2 0.63 0.69 0.72
ケース3 0.87 1.00 1.00

表-5 ケーソンの変位 

水平変位
(mm)

ケーソン前
面沈下(mm)

ケーソン背
面沈下(mm)

ケース1 0.97 0.44 0.07

ケース2 4.04 1.53 0.59

ケース3 7.13 2.23 4.48
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図-4 土圧とケーソン水平変位の時刻歴 

しかしケース 1では加速度振幅の急減は観察されなかっ
た。入力地震動の大きいケース 2、3 では加振直後に地
盤剛性が著しく失われたものと考えられる。 
次に、表-3に各ケースでの加速度の最大値(液状化によ

る減衰を考慮するため加振直後の最大加速度)を示す。加速度の
減衰が確認できなかったケース 1ではケーソンから離れた位置
での応答加速度が大きくなっている。一方、ケース 2、3 では
ともにケーソンから離れた位置の応答加速度のほうが小さかっ

た。 
3.2過剰間隙水圧について 
図-3に各ケースのWP5での過剰間隙水圧比の時刻歴を示す。

各ケースとも加振に伴う間隙水圧の上昇は見られるが,入力地
震動の大きい実験ケースで間隙水圧の上昇量が大きくその上昇

速度も速い。これより、ケース 2、3 の加速度振幅の減衰が顕
著となったのは間隙水圧が急激に上昇し、有効応力が減少して地

盤剛性が急激に失われたためと再確認できる。また、各ケースと

も、加振終了後実規模換算で約 120秒間は間隙水圧比の消散は確
認できなかった。焼却灰が細粒分を多く含むために過剰間隙水圧

の消散が遅れ、これより比較的長い時間地盤の間隙水圧が上昇し

たままであったことがうかがえる。 
表-4に各ケースでの加振終了直後の過剰間隙水圧比を示す。こ

の表よりケーソンから遠くなるにつれ過剰間隙水圧比の値が大

きくなっている。ケース 2，3 でケーソンから離れるほど応答
加速度が小さくなっていたのは明らかに過剰間隙水圧の上昇の

程度に地盤剛性の低下が依存しているためである。 
3.3ケーソンの変位について 
表-5 に各ケースでの加振終了後のケーソン水平変位量およ
びケーソン沈下量を示す。図-4に土圧計 1と土圧計 4における
土圧の時刻歴を示す。土圧計 1に着目すると、水平変位の小さ
なケース 1では土圧の緩やかな単調増加が観察され、水平変位
が比較的大きいケース 2、3 では加振直後はケース 1 と同様に
土圧が増加していたが、約 0.3 秒後から減少に転じた。水平変
位の時刻歴を見ると、ケース 2、3では約 0.3秒後に水平変位の
増加量の傾きが急になっている。このため土圧計 1の計測値が
減少していたものと考えられる。 
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